
野村不動産グループ 木材調達ガイドライン 

 

1 策定の背景と目的 

野村不動産グループ（以下、当社グループ）は、2050 年に向けて企業として果たすべき責任を明

確にするため、サステナビリティポリシー「Earth Pride - 地球を、つなぐ -」を策定し、未来を担う子ど

もたちと自然豊かな地球のために、「自然との共生」を重要なテーマの一つとして掲げています。 

とりわけ、事業活動を通した生物多様性への取組みは企業成長の機会となり、重要な経営課題と

して認識しています。 

近年、自然の生態系を支える森林の荒廃、多面的機能の低下が社会課題となっており、木材を利

用する当社グループのサプライチェーンにおいても、この課題に真摯に向き合う必要があります。この認

識のもと、「野村不動産グループ生物多様性方針」では、「2030 年までに、当社グループの木材調

達におけるサプライチェーン上での森林破壊・土地転換ゼロ」の実現を目標に掲げており、その達成に

向けて「木材調達ガイドライン」（以下、本ガイドライン）を策定しました。なお、調達全般に関して

は、サプライヤーであるお取引先様・パートナー様のご協力を得るための「調達ガイドライン」を別途定

めています。 

2 適用範囲 

本ガイドラインは、当社グループのサプライチェーン上で調達されるすべての木材および木材製品を対

象としています。当社グループ自らが本ガイドラインによる調達活動を推進するとともに、サプライヤーに

は当社とともにサステナブルな木材調達を実践してもらうことを求めており、本ガイドラインは直接また

は間接的な取引先を含む、サプライチェーン全体に適用されます。 

3 コミットメントと目標 

野村不動産グループは、2030 年までに、当社グループの木材調達におけるサプライチェーン上での

森林破壊・土地転換ゼロを目指します。 

 

＜目標＞ 

■持続可能性に配慮した木材への切り替え 

・サプライチェーン上で調達されるすべての木材および木材製品について、リスク評価の方法を確立し、

2030 年度までに 持続可能性に配慮した木材利用 100%を目指します。 

■トレーサビリティの確保 

・2030 年度までに原産地までのトレーサビリティ 100%を目指します。 

■リスク評価 

・サプライチェーンにおける森林破壊、土地転換、人権リスクを評価し、リスクが高い地域から木材調



達および利用をしているサプライヤーとのエンゲージメントを重要な取り組みとして位置づけ、対応を進

めていきます。リスクが高いと判断された産地の場合は、追加調査やサプライヤーとの対話の実施、国

際的に信頼性の高い認証を活用するなどして、段階的にリスク低減を図ります。 

 

上記のコミットメントおよび目標達成に向けて、当社グループはサプライヤーと連携・協力のもと、以下

を推進します。 

 

3.1 各種法令等の順守 

各国現地法及び国際法を含め、各種法令等を遵守し社会規範や企業倫理を十分に理解し、良

識と責任を持って行動する。取り扱い木材について、合法性が確保されていることを確認する。 

 

3.2 森林と自然生態系の保全 

2020 年末以降の森林破壊・転換に由来する木材（自然林および重要な自然生態系の他用途

への転換による木材）は調達しない。 

2019 年以前に深刻な自然林転換があった場合は、環境面・社会面において必要な補償の実施

徹底を求める。 

保護価値の高い場所（HCV）を毀損しない。 

 

3.3 人権の尊重 

「野村不動産グループ人権方針」に則り、国際人権章典（世界人権宣言及び国際人権規約）

及び労働における基本的原則及び権利に関する ILO 宣言、国連ビジネスと人権に関する指導原

則などの国際規範や労働基準を支持し、人権を尊重した事業活動を行う。 

事業活動を行う地域の文化・慣習、地域住民やコミュニティ等を尊重する。 

「先住民族の権利に関する国際連合宣言」「自由意思による、事前の、十分な情報に基づいた同

意（free, prior and informed consent：FPIC）の原則」などの先住民族の権利に関する国

際規範を支持し、先住民の権利を尊重する。 

サプライヤーや NGO 等との協力や認証プログラムを通じて、小規模生産者のサプライチェーンへの参

加を促進する。 

 

4 運用 

私たちのコミットメント・目標達成に向けた進捗を測り継続的に活動改善を行うとともに、ステークホル

ダーに定期的な報告を行うために以下のことを実施します。 

 



4.1 推進体制の確立 

本ガイドラインに基づいた取り組み内容はサステナビリティ委員会で審議、検討し、重要事項について

は取締役会に報告する。 

役員および従業員に対して、必要な教育および能力開発を行う。 

 

4.2 ステークホルダーエンゲージメント 

NGO や他企業、有識者などとのステークホルダーエンゲージメントを行い、継続的に活動を改善する。 

サプライヤーと協力して、本ガイドラインに反する環境および人権への負の影響を防止、軽減し、必要

に応じて是正する。 

サプライヤーエンゲージメントプログラムを通じて、トレーニング、技術支援、およびその他のインセンティ

ブを提供し、サポートする。 

 

4.3 モニタリング 

本ガイドラインに基づいた活動の進捗状況および成果を追跡する。 

 

4.4 情報開示 

目標の達成に向けた進捗や取組を毎年ステークホルダーへ説明や開示し、透明性を確保する。 

 

以上 

  



制定 

2025 年 12 月 17 日 


